
平成19年5月9日
北陸電力株式会社

平成18年度 決 算 の 概 要

１．販 売 電 力 量
(単位：億kWh)

平成18年度 平成17年度 前年度対比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

販 売 電 力 量 282.0 279.7 2.3 100.8% 
（注）小数第一位未満四捨五入

２．連 結 決 算
(単位：億円)

平成18年度 平成17年度 前年度対比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)
売 上 高
（営　業　収　益） 4,856 4,808 48 101.0% 

経 常 収 益 4,884 4,840 44 100.9% 

経 常 費 用 4,552 4,524 28 100.6% 

経 常 利 益 331 315 16 105.1% 

（特　別　損　失） (38) (－) (38) (－)

当 期 純 利 益 172 199 Δ26 86.5% 
（注）億円未満切捨

３．個 別 決 算
(単位：億円)

平成18年度 平成17年度 前年度対比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)
売 上 高
（営　業　収　益） 4,734 4,672 61 101.3% 

経 常 収 益 4,760 4,699 60 101.3% 

経 常 費 用 4,458 4,408 50 101.1% 

経 常 利 益 301 291 10 103.5% 

（特　別　損　失） (38) (－) (38) (－)

当 期 純 利 益 157 185 Δ27 84.9% 
（注）億円未満切捨

４．平成19年度業績予想

連　　結 個　　別
販 売 電 力 量 － 285億kWh程度 

(101%程度)

売 上 高 4,600億円程度 4,500億円程度 
（営　業　収　益） (95%程度) (95%程度)

経 常 利 益 50億円程度 40億円程度 
(15%程度) (13%程度)

当 期 純 利 益 20億円程度 20億円程度 
(12%程度) (13%程度)

※(  )内は前年度対比

年度別
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１．生産・販売の状況

(1)販売電力量比較表
(単位：億kWh)

平成18年度 平成17年度

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

電 灯 75.1 75.1 0.1 100.1% 

電 力 15.3 17.2 Δ1.8 89.3% 

電灯･電力計 90.5 92.2 Δ1.8 98.1% 

業 務 用 50.7 50.3 0.4 100.8% 

産 業 用 140.8 137.2 3.7 102.7% 

特定規模計 191.5 187.4 4.1 102.2% 

282.0 279.7 2.3 100.8% 

111.5 106.7 4.8 104.5% 

（注）小数第一位未満四捨五入

(2)発受電電力量比較表
(単位：億kWh)

平成18年度 平成17年度

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

62.0 59.0 3.0 105.2% 

(102.9%) (95.9%) (7.0%)

219.5 190.2 29.2 115.4% 

63.7 79.6 Δ15.9 80.1% 

(38.3%) (88.7%) (Δ50.4%)

345.2 328.8 16.4 105.0% 

48.7 58.3 Δ9.6 83.5% 

Δ80.3 Δ76.1 Δ4.1 105.5% 

Δ0.2 Δ0.2 0.0 96.6% 

313.4 310.7 2.7 100.9% 
（注）小数第一位未満四捨五入

　※ 平成17年度の設備利用率は、試運転分を除く。

前年度対比

販 売 電 力 量 合 計

（再掲）大 口 電 力

融　　　　　通

他　社　受　電

特定規模
需 要

特定規模

需要以外

の 需 要

自  社  計

合　　　　　計

前年度対比

自
　
　
社

水　　　力

( 出 水 率 )

火　　　力

原　子　力

(設備利用率)

揚　　水　　用
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２．連結決算

(単位：億円)

平成18年度 平成17年度 前年度対比

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

経
常
収
益

売上高(営業収益) 4,856 4,808 48 101.0% 

(電気事業営業収益) (4,718) (4,657) (60) (101.3%)

(その他事業営業収益) (138) (150) (Δ11) (92.2%)

営 業 外 収 益 27 31  Δ4 85.9% 

合　　　計 4,884 4,840 44 100.9% 

経
常
費
用

営 業 費 用 4,303 4,256 46 101.1% 

営 業 外 249費 用 267 Δ18      93.0% 

合　　　計 4,552 4,524 28 100.6% 

(営　業　利　益) (553) (551) (1) (100.3%)

経 常 利 益 331 315 16 105.1% 

渇水準備金引当又は取崩し 13        Δ5       18        -

特 別 38       損 失 - 38       -

税金等調整前当期純利益 279       320       Δ41      87.2% 

法 人 税 ほ か 106 121  Δ14 88.2% 

当 期 純 利 益 172 199  Δ26 86.5% 
(注) 億円未満切捨

 ※ 電気事業には、卸供給事業者1社を含む。

 <連結対象会社>

連 結 子 会 社 (11社) 持分法適用関連会社 (3社)

 日本海発電(株)、北陸発電工事(株)、北電ﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ(株)、 北陸電気工事(株)、

 日本海ｺﾝｸﾘｰﾄ工業(株)、北陸通信ﾈｯﾄﾜｰｸ(株)、  日本海石油(株)、

 北電産業(株)、北電情報ｼｽﾃﾑｻｰﾋﾞｽ(株)、  (株)ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ富山

 (株)北陸電力ﾘﾋﾞﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽ、北電ﾊﾟｰﾄﾅｰｻｰﾋﾞｽ(株)、

 日本海環境ｻｰﾋﾞｽ(株)、北電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ(株)
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３．収支比較表（個別決算）

(単位：億円)

平成18年度 平成17年度

(A) (B) (A)-(B) (A)/(B)

電 灯 料 1,466     1,497     Δ31      97.9% 

電 力 料 2,584     2,525     58        102.3% 

( 小 計 ) (4,050)    (4,023)    (27)       (100.7%)

そ の 他 709       676       33        104.9% 

( 売 上 高 ) (4,734)    (4,672)    (61)       (101.3%)

合　　　計 4,760     4,699     60        101.3% 

人 件 費 491       481       10        102.1% 

燃 料 費 800       679       120       117.8% 

修 繕 費 506       337       169       150.1% 

減 価 償 却 費 1,035     1,268     Δ233     81.6% 

購 入 電 力 料 432       421       10        102.5% 

支 払 利 息 218       238       Δ19      91.7% 

公 租 公 課 317       351       Δ34      90.2% 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 103       70        33        147.6% 

そ の 他 552       558       Δ5       99.0% 

合　　　計 4,458     4,408     50        101.1% 

(504)      (522)      (Δ18)     (96.5%)

301       291       10        103.5% 

13        Δ4       18        － 

38        － 38        －

250       296       Δ46      84.4% 

92        111       Δ18      83.6% 

157       185       Δ27      84.9% 
(注) 億円未満切捨

 ※ 売上高とは、営業収益(電灯料、電力料のほか地帯間販売電力料、他社販売電力料、託送収益、

 　 事業者間精算収益、電気事業雑収益、貸付設備収益、附帯事業営業収益)である。

 ※ 原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用とは、使用済燃料再処理等費、使用済燃料再処理等準備費、

 　 特定放射性廃棄物処分費、原子力発電施設解体費である。

前年度対比

経
常
費
用

経
常
収
益

法 人 税 ほ か

当 期 純 利 益

(営　業　利　益)

渇水準備金引当又は取崩し

特 別 損 失

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益
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平成 19 年３月期 決算短信 

平成 19 年５月９日 

上 場 会 社 名        北陸電力株式会社 上場取引所 東証一部・大証一部 
コ ー ド 番 号         ９５０５ ＵＲＬ http://www.rikuden.co.jp
代  表  者 取締役社長          永原  功 
問合せ先責任者 経理部予決算総括ﾁｰﾑ統括(課長) 越村  繁 ＴＥＬ (076)441－2511 
定時株主総会開催予定日  平成 19 年６月 28 日 配当支払開始予定日 平成 19 年６月 29 日 
有価証券報告書提出予定日 平成 19 年６月 29 日  
  

（百万円未満切捨て） 
１．平成 19 年３月期の連結業績（平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

19 年３月期 
18 年３月期 

485,698     1.0 
480,813     2.1 

55,358     0.3 
55,166  Δ21.8 

33,168     5.1 
31,563  Δ19.4 

17,259  Δ13.5 
19,941  Δ20.7 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

19 年３月期 
18 年３月期 

80 52 
91 00 

－ 
－ 

4.6 
5.4 

2.1 
2.0 

11.4 
11.5 

(参考) 持分法投資損益   19 年３月期 Δ793 百万円   18 年３月期 366 百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年３月期 
18 年３月期 

1,516,364 
1,578,740 

 369,901 
373,094 

24.4 
23.6 

1,727 42 
1,725 32 

(参考) 自己資本      19 年３月期 369,901 百万円   18 年３月期      －百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年３月期 
18 年３月期 

148,162 
117,960 

Δ69,385 
Δ55,549 

Δ56,473 
Δ60,092 

45,662 
23,358 

 
 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額 
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産配当率
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年３月期 
19 年３月期 

25 00 
25 00 

25 00 
25 00 

50 00 
50 00 

10,861 
10,706 

54.7 
62.0 

2.9 
 2.9 

20 年３月期 
（予想） 

25 00   25 00   50 00 
 

535.3 

 
 
３．平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 

売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 億円   ％ 億円   ％ 億円   ％ 億円   ％ 円 銭

中 間 期 
通    期 

2,250   Δ8.1  
4,600   Δ5.3  

170  Δ53.8 
210  Δ62.1 

100  Δ62.9 
50  Δ84.9 

50  Δ68.9  
20  Δ88.4  

23 35 
9 34 

 

－１－ 
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
② ①以外の変更  無 
(注)詳細は、15 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）19 年３月期 220,333,694 株 18 年３月期 220,333,694 株 
② 期末自己株式数 19 年３月期    6,198,362 株 18 年３月期   4,142,340 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、17 ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１.平成 19 年３月期の個別業績(平成 18 年４月１日～平成 19 年３月 31 日) 
(1)個別経営成績                               （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％

19 年３月期 

18 年３月期 

473,415   1.3 

467,235   1.9 

50,471  Δ3.5 

52,276  Δ22.4 

30,143    3.5 

29,122  Δ21.9 

15,716  Δ15.1 

18,507  Δ23.4 
 

 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益        

  円 銭  円 銭

19 年３月期 

18 年３月期 

73 32 
84 42 

－ 
－ 

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

19 年３月期 

18 年３月期 

1,478,880 
1,535,393 

 358,265 
362,974 

24.2 
23.6 

1,673 08 
1,678 51 

(参考) 自己資本      19 年３月期 358,265 百万円   18 年３月期      －百万円   
２．平成 20 年３月期の個別業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 

 販売電力量 売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 億 kWh 億円   ％ 億円   ％ 億円   ％ 億円   ％ 円 銭

中 間 期 

通    期 

140 
285 

2,200 Δ8.1
4,500 Δ4.9

160 Δ53.5
190 Δ62.4

90 Δ63.7
40 Δ86.7

50 Δ66.3 
20 Δ87.3 

23 35 
9 34 

 

 

※業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、  

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、上記の予想の前提条件

その他の関連する事項については、４ページを参照下さい。 

－２－ 
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１．経 営 成 績 

 

(1) 経営成績に関する分析 

ａ．当期の概況 

(a) 全般の概況 

当期の我が国経済は、企業収益が改善し、設備投資や輸出も引き続き増加するなど、生産

活動は増加基調で推移しました。また、個人消費は持ち直し、雇用情勢も改善が進むなど、

景気は回復を続けており、北陸地域においても同様の状況で推移いたしました。 

このような経済情勢のもと、当年度の連結収支につきましては、収益面では、２年連続で

電気料金の値下げを実施したことによる減収はありましたが、販売電力量が増加したこと 

などから、売上高（営業収益）は前年度に比べ 48 億円増の 4,856 億円となり、これに営業外

収益を加えた経常収益は前年度に比べ 44 億円増の 4,884 億円となりました。 

一方、費用面では、減価償却費の減少はありましたが、燃料費・修繕費の増加などから、

経常費用は前年度に比べ 28 億円増の 4,552 億円となりました。 

この結果、経常利益は前年度に比べ 16 億円増の 331 億円､当期純利益は能登半島地震災害

の特別損失の計上などにより前年度に比べ 26 億円減の 172 億円となりました。 

 

(b) 事業の種類別セグメントの業績 

ア．電気事業 

当期の販売電力量は、民生用については、記録的な暖冬により暖房需要は減少したもの

の、オール電化住宅の普及拡大や、商業施設等の増加により前年を若干上回りました。  

産業用については、景気回復を反映して、機械器具製造業、化学工業などが高い伸びとな

り、全体でも堅調に増加しました。 

この結果、販売電力量は 282 億キロワット時（うち特定規模需要 191 億 52 百万キロ   

ワット時）となり、前年と比較しますと 0.8％の増加となりました。 

供給力につきましては、昨年７月以降、志賀原子力発電所２号機が、低圧タービン羽根

の点検および損傷対策の実施ならびに第１回定期検査の前倒し実施を含む設備全般にわた

る総点検のために停止いたしましたが、出水率は 103.0％と平年を上回り、また、火力・

水力発電所の効率的な運用に努めました結果、期を通じて安定した供給を維持することが

できました。 

収支につきましては、売上高(営業収益)は、電気料金の値下げによる減収がありました

が、販売電力量や融通送電量が増加したことなどから、前年度に比べ 60 億円増の 4,723  

億円となりました。 

一方、営業費用は、減価償却費の減少はありましたが、志賀原子力発電所２号機の停止

等に伴う原子力発受電量の減少や原油価格の上昇に伴う燃料費の増加に加え、火力・原子

力発電所における定期点検費用の増加などから、前年度に比べ 78 億円増の 4,218 億円とな

りました。 

この結果、営業利益は、前年度に比べ 17 億円減の 505 億円となりました。 

 

イ．その他の事業 

売上高は、請負工事等の受注の増加などにより前年度に比べ 50 億円増の 474 億円、営業

費用は、前年度に比べ 31 億円増の 428 億円となりました。この結果、営業利益は前年度に

比べ 18 億円増の 46 億円となりました。 

 

－３－ 



北陸電力株式会社 (9505) 平成 19 年 3 月期決算短信 

ｂ．次期（20 年３月期）の業績見通し 

平成 20 年３月期における販売電力量につきましては、オール電化住宅の普及拡大や景気回復

を背景に、産業用が堅調に推移すると予想されることなどにより 285 億キロワット時程度（前  

年度比 101％程度）を見込んでおります。 

供給力につきましては、志賀原子力発電所１・２号機ともに年度を通して停止することを  

前提としております。これは、１号機につきましては、平成 11 年６月の定期検査中に原子炉に

おいて起こした臨界事故により本年３月から運転を停止し、安全対策の総点検を進めているこ

と、２号機につきましては、平成 18 年７月から低圧タービンの羽根損傷により運転を停止し、

整流板の設置並びに設備の総点検を実施していることから、発表日現在において運転再開の 

見通しがつかないためです。 

連結収支につきましては、販売電力量の増加はありますが、志賀原子力発電所１・２号機  

停止に伴う他の電力会社への販売電力料の減少や燃料費の増加などにより、売上高（営業収益）

は前年度に比べ 250 億円程度減の 4,600 億円程度、経常利益は前年度に比べ 280 億円程度減の

50 億円程度、当期純利益は前年度に比べ 150 億円程度減の 20 億円程度をそれぞれ見込んで  

おります。 

また、中間期におきましては、売上高（営業収益）は 2,250 億円程度、経常利益は 100 億円

程度、中間純利益は 50 億円程度となる見込みであります。 

なお、通期の為替レートを 120 円/ドル程度、原油価格（ＣＩＦ価格）を 60 ドル/バーレル程

度と想定しております。 

 

（2）財政状態に関する分析 

ａ．資産の状況 

資産合計は、前年度末に比べ 623 億円減の 1 兆 5,163 億円となりました。これは、減価償却 

が進行したことなどにより電気事業固定資産が減少したことなどによるものです。 

 

ｂ．負債の状況 

負債合計は、前年度末に比べ 577 億円減の 1 兆 1,464 億円となりました。これは、有利子   

負債の削減に加え、平成 18 年３月に営業運転を開始した志賀原子力発電所２号機の工事費の 

支払いなどにより減少したものです。 

 

ｃ．純資産の状況 

純資産合計は、前年度末に比べ 31 億円減の 3,699 億円となりました。これは、当期純利益の

利益剰余金への計上がありましたが、配当金の支払い、自己株式の取得などにより減少したも

のです。 

 

ｄ．キャッシュ・フローの状況 

(a) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当期における営業活動による現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の収入は、    

前年度に比べ 302 億円増の 1,481 億円となりました。これは、電気事業において、販売電力

量の増加などにより営業収益（売上高）が増加したことや、法人税及び消費税の納付額が  

減少したことなどによるものです。 

(b) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当期における投資活動による資金の支出は、前年度に比べ 138 億円増の 693 億円となりま

した。これは、平成 18 年３月に営業運転を開始した志賀原子力発電所２号機の工事費の支払

いなどにより固定資産の取得による支出が増加したことなどによるものです。 
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(c) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当期における財務活動による資金の支出は、前年度に比べ 36 億円減の 564 億円となりまし

た。これは、自己株式の取得が減少したことなどによるものです。 

 

以上により、当年度末の資金は、前年度末に比べ 223 億円増の 456 億円となりました。 

 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 17 年 3 月期 18 年 3 月期 19 年 3 月期 

自己資本比率（％） 22.7 23.6 24.4 

時価ベースの自己資本比率（％） 26.8 33.7 36.8 

債務償還年数（年） 8.3 8.4 6.4 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 4.0 4.7 6.5 

※自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×自己株式を除く期末発行済株式総数により算出して

おります。 

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債

のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについて

は、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（3）利益配分に関する基本方針 

当社の配当方針につきましては、安定配当を継続し、株主の皆さまにお応えしていくことを基本 

といたしております。 

また、当期の期末配当につきましては、上記の方針に基づき中間配当と同じく１株につき 25 円

とし、年間 50 円の配当を予定しております。  

 

（4）事業等のリスク 

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性のある主なリスクにつきましては、以下に記載の  

とおりであります。 
なお、記載した将来に関する事項につきましては、決算短信提出日現在において判断したもので

あります。 
 

ａ．電気事業に関わる制度の変更等について 

電気事業においては、平成 15 年６月の電気事業法改正により、平成 17 年４月からは全ての

高圧のお客さままで電力小売自由化の対象となりました。また同月、電力の販売において、  

電力会社の供給区域を越える毎に加算されていた振替供給料金が廃止されるとともに、有限  

責任中間法人日本卸電力取引所において全国規模の卸電力取引が開始されております。    

また、本年４月からは、総合資源エネルギー調査会電気事業分科会において、全面自由化の

是非をはじめとする新たな電気事業制度改革に向けた議論が開始されております。 
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一方、原子力発電のバックエンド事業については、超長期の事業であり、不確実性を有する

ことから、原子力発電およびバックエンド事業の円滑な推進に向けた措置の導入として、平成

17 年５月に「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て及び管理に 

関する法律」が制定され、同年 10 月から施行されております。これにより、必要な措置が講じ

られ、リスク軽減が図られております。 

なお、「原子力政策大綱」（平成 17 年 10 月 11 日原子力委員会決定）を、原子力政策に関す

る基本方針として尊重し、原子力の研究、開発及び利用を推進することが、平成 17 年 10 月     

14 日に閣議決定されましたが、その｢原子力政策大綱｣の中では、中間貯蔵される使用済燃料の  

扱いについて、六ヶ所再処理工場の運転実績、高速増殖炉及び再処理技術に関する研究開発の

進捗状況等を踏まえて 2010 年頃から検討を開始するとされております。 

また、「原子力政策大綱」の基本方針を実現するための具体的方策についてとりまとめられ

た「原子力立国計画」（平成 18 年８月８日総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力   

部会報告書）の中では、中間貯蔵される使用済燃料の扱いについて、「具体的な再処理計画が  

固まるまでの暫定的措置として、まずは当該事業に関する費用について、企業会計上、毎年度  

引当金として積み立てることとし、収支を平準化できる制度の 2006 年度決算からの導入を目指

す」とされました。これを受けて、総合資源エネルギー調査会電気事業分科会のもとに設置  

された原子力発電投資環境整備小委員会において、技術的・専門的見地から検討がなされ、  

財務負担を平準化する制度が創設されております。これにより、電気事業会計規則の一部を  

改正する省令(平成 19 年３月 26 日経済産業省令第 15 号)が定められ、当社は平成 18 年度決算

から使用済燃料再処理等準備引当金を積み立てております。 

このような電気事業法改正に伴う競争の進展やバックエンド事業に対する制度・措置の進展

状況などにより、当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

  

ｂ．志賀原子力発電所の運転停止について 

１号機につきましては、平成 11 年６月の定期検査中に原子炉において起こした臨界事故に 

より本年３月から運転を停止し、安全対策の総点検を進めております。２号機につきましては、

平成 18 年７月から低圧タービンの羽根損傷により運転を停止し、整流板の設置並びに設備の 

総点検を実施しております。 

また、本年３月に発生した能登半島地震におきましては、地震発生直後から志賀原子力     

発電所の施設の保安確認を実施しておりますが、これまでのところ異常のないことを確認して

おります。また、同発電所で観測された地震記録を分析した結果、安全上重要な施設の健全性

に問題のないことを確認しており、今回の地震を踏まえても、同発電所の耐震安全性は十分   

確保されているものと考えております。今後、今回の地震に関して新たな知見が得られれば、

現在進めております「新耐震指針に照らした耐震安全性評価」に反映するなど、耐震安全性の

確保に万全を期してまいる所存であります。 

なお、平成 20 年３月期の業績につきましては、 上記の状況から、現時点では、運転再開の    

見通しがつかないため、１・２号機ともに年度を通して停止することを前提として予想してお

ります。 

 

ｃ．経済状況や天候などによる販売電力量等の変動について 

販売電力量は、経済活動や生産活動が直接的に反映されることから、当社グループの業績は

景気の影響を受ける可能性があります。 
また、夏季・冬季を中心に天候（特に気温）の状況により、冷暖房需要が増減することから、

当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 
なお、年間の降雨降雪量の変動により水力発電所の発電量が増減し、火力燃料費が変動する

ことから、当社グループの業績は影響を受ける可能性がありますが、「渇水準備金制度」に      
よって一定の調整が図られ、業績への影響は限定的と考えられます。 
 

－６－ 



北陸電力株式会社 (9505) 平成 19 年 3 月期決算短信 

ｄ．燃料価格の変動について 

火力燃料は、石炭と原・重油であり、需給状況や外国為替相場の動向により、火力燃料価格

が変動し、当社グループの業績は影響を受ける可能性がありますが、３か月ごとに燃料価格の

変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制度」によって一定の調整が図られることから、    

業績への影響は限定的と考えられます。 

 

ｅ．金利の変動について 

当社グループの有利子負債残高は、当連結会計年度末で 9,468 億円であり、市場金利の変動

により、業績は影響を受ける可能性があります。 

ただし、有利子負債の殆んどは中長期的に利率が確定している社債や長期借入金で構成され

ていることから、市場金利の変動による業績への影響は限定的と考えられます。 

 

ｆ．自然災害・操業トラブルについて 

当社グループは、電力供給設備を中心に、多くの設備を保有しており、その保守・保全には

万全を期しておりますが、地震・台風等の大規模な自然災害や操業トラブルが発生した場合、

業績は影響を受ける可能性があります。 

 

ｇ．電気事業以外の事業について 

当社グループは、電気事業以外の事業については、その将来性や収益性を十分勘案して取組

んでおりますが、他業者との競合の進展等、市場環境の変化により、業績は影響を受ける可能

性があります。 
ただし、電気事業以外の事業規模は、電気事業規模に比べると極めて小さいことから、業績

への影響は限定的と考えられます。 

 

ｈ．個人情報の管理について 

コンプライアンスの徹底を経営方針に掲げ、「行動規範」や「個人情報保護規程」の制定・

遵守に加え、コンプライアンス研修を充実するなど、当社グループをあげて個人情報のリスク

管理に万全を期しておりますが、外部流出により問題が発生した場合は、業績は影響を受ける

可能性があります。 

 

 

 

２．企 業 集 団 の 状 況 

 

最近の有価証券報告書（平成 18 年６月 29 日提出）における「事業系図（事業の内容）」及び    

「関係会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略している。 

なお、当社は連結子会社の北陸通信ネットワーク㈱を平成 18 年 12 月 18 日に完全子会社とした。 
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３．経 営 方 針 
 

【信頼回復に向けて】 

当社グループは、平成 11 年６月の志賀原子力発電所１号機の定期検査中に、原子炉において  
臨界事故を起こすとともに、国および自治体に報告しておりませんでした。このような重大な事故
を発生させ、かつ報告していなかったことは誠に申し訳なく、深く反省しお詫び申し上げます。 

また、この臨界事故をはじめ、一連の発電設備に関する総点検結果に対して、経済産業大臣から
厳重注意を受けるとともに、保安規定の変更命令等の厳しい行政処分を受けました。当社グループ
では、こうしたことを重く受け止め、経営管理責任の観点から、取締役等に対して減給等の人事  
措置をとりました。 

このような事態を二度と起こさないとの決意のもと、当社グループでは、「隠さない風土と安全
文化の構築」を柱とする抜本的な再発防止対策を策定いたしました。今後は、社外の有識者を含め
た「再発防止対策検証委員会(仮称)」による検証・評価のもと、強い信念と不断の努力をもって、
これらの対策を確実に実行してまいります。 

当社グループは、「法令・ルールを遵守し、絶対に隠さない」との決意のもと、皆さまからの  
「信頼の回復」に向け、地域と一体となった事業運営により、「隠さない風土と安全文化の構築」
を柱とする再発防止対策を確実に実行し、新しい北陸電力グループを創り上げてまいります。 
 

【経営の基本方針】 

当社グループでは、こうした経営環境を踏まえて、昨年 12 月に策定した「平成 19 年度 経営の
重点方針」を見直し、「安全最優先を基本に、総力をあげて「信頼の回復」に取り組む」ことを      
重点に、事業運営を推進することといたしました。なお、平成 17 年 11 月に策定した中期経営方針  
「北陸電力グループの羅針盤(クオ バディス)２０１０」につきましては、10 月末を目途に見直し
を図ってまいります。 

「隠さない風土と安全文化の構築」につきましては、全ての異常事象を対象に第一報を国に通報
する仕組みや発電所情報の国等への伝送など、隠さない・隠せない仕組みの構築を図るとともに、
法令･ルール遵守を重視する意識改革を進めてまいります。また、安全最優先の経営トップの意志
を社内外に明確に示し、その浸透・定着により、グループ全体での風土改革を進めるとともに、  
｢原子力本部｣や「地域共生本部」のもと、地域と一体となった原子力事業を推進するなど、「安全
文化の構築」を図ってまいります。さらに、新たに設置する「品質管理部」のもと、再発防止対策
と品質管理の徹底に努めてまいります。 

一方、志賀原子力発電所１号・２号機の停止により、需給状況が極めて厳しくなるなか、火力  
発電所の定期点検の見直しや融通送電の抑制、さらには応援融通の受電等により、必要な供給力の
確保を図ることで、電力安定供給に全力を尽くしてまいります。 

志賀原子力発電所につきましては、品質管理要領や手順書等の点検・改善および、これに基づく
設備点検を行うなど、安全対策の総点検への取組みを確実に実施し、設備の健全性を確認してまい
ります。 

本年３月に発生した能登半島地震におきましては、地震発生直後から志賀原子力発電所の施設の
保安確認を実施しておりますが、これまでのところ異常のないことを確認しております。また、  
同発電所で観測された地震記録を分析した結果、安全上重要な施設の健全性に問題のないことを  
確認しており、今回の地震を踏まえても、同発電所の耐震安全性は十分確保されているものと考え
ております。今後、今回の地震に関して新たな知見が得られれば、現在進めております「新耐震  
指針に照らした耐震安全性評価」に反映するなど、耐震安全性の確保に万全を期してまいる所存で
あります。なお、この評価に関する報告書の提出につきましては、本年 10 月に予定しておりまし
たが、遅れる見込みであります。 

志賀原子力発電所２号機運転差止訴訟につきましては、同機の耐震安全性について、主張・立証
を尽くし、控訴審での勝訴を目指してまいります。 

さらに、信頼回復の基礎として、地域に根ざした共生活動を展開するとともに、設備全般にわた
る品質管理の強化や現場技術力の向上に取り組んでまいります。また、地球環境保全につきまして
も、風力・バイオマス等の新エネルギーの導入促進や高効率ヒートポンプの普及を中心とした  
省エネルギーの推進など、積極的な取組みを推進してまいります。 

安定した事業運営を支える取組みとしましては、オール電化住宅の普及促進や個別提案型技術  
営業等の販売活動を進めてまいります。また、安全最優先を大前提に、効率的な設備運用・保守に
努めるとともに、人材育成の推進など、企業活力の向上を図ってまいります。 

当社グループは、皆さまからの「信頼の回復」に向けて、新たな重点方針のもと、全力を傾注   
して取組みを進めてまいる所存でございます。 

－８－ 



北陸電力株式会社 (9505) 平成19年3月期決算短信

４． 連  結  財  務  諸  表  

(1) 連 結 貸 借 対 照 表

      平 成 19 年 ３ 月 31 日 現 在 (単位:百万円)

資          産          の          部 負　債　及　び　純　資　産　の　部

前 連 結 当 連 結 増　減 前 連 結 当 連 結 増　減

会計年度 会計年度 会計年度 会計年度

(A) (B) (B)-(A) (A) (B) (B)-(A)

 固  定  資  産 1,479,980 1,403,696 Δ 76,283  固  定  負  債 925,891 925,484 Δ 406

  

 1,200,838  1,122,908 Δ 77,930 518,575 533,620  15,045

 128,680  123,935 Δ 4,745 297,690 283,062 Δ 14,627

 185,192  170,207 Δ 14,985 56,321 48,481 Δ 7,840

 370,882  324,848 Δ 46,034 26,062 27,412  1,349

 207,632  202,634 Δ 4,997 － 1,159  1,159

 115,073  109,211 Δ 5,861 13,457 14,713  1,256

 153,173  153,175  2 13,783 17,035  3,251

 40,172  38,837 Δ 1,334  

 30  57  26  流  動  負  債 269,099 210,404 Δ 58,694

    

 37,785  35,635 Δ 2,149 116,793 90,210 Δ 26,583

   46,751 36,633 Δ 10,118

 23,678  21,994 Δ 1,683 14,015 12,397 Δ 1,618

 23,678  21,994 Δ 1,683 9,394 20,814  11,420

   82,143 50,349 Δ 31,794

 77,527  78,880  1,353  

 34,010  33,229 Δ 780  特別法上の引当金 9,254 10,574  1,320

 43,516  45,651  2,134  

   9,254 10,574  1,320

 140,151  144,277  4,125  

 69,587  62,837 Δ 6,749 1,204,244 1,146,463 Δ 57,781

16,054  26,850  10,796  

39,996  41,567  1,571 1,401 － Δ 1,401

 14,597  13,083 Δ 1,514  

Δ 84 Δ 62  21  資    本    金 117,641 － Δ 117,641

    資 本 剰 余 金 33,993 － Δ 33,993

 利 益 剰 余 金 210,309 － Δ 210,309

 流  動  資  産  98,726  112,667  13,941 その他有価証券評価差額金 20,386 － Δ 20,386

    自  己  株  式 Δ 9,235  －  9,235

 23,313  45,662  22,349

40,311 35,587 Δ 4,723 373,094 － Δ 373,094

 15,199  18,129  2,929

8,061 9,752  1,691  株　主　資　本  －  353,811  353,811

 12,154  3,791 Δ 8,362

Δ 312 Δ 255  57  －  117,641  117,641

 －  34,001  34,001

  －  216,714  216,714

 繰  延  資  産 33 － Δ 33  － Δ 14,547 Δ 14,547

33 － Δ 33  評価・換算差額等  －  16,090  16,090

 －  16,090  16,090

  －  369,901  369,901

 

合          計 1,578,740 1,516,364 Δ 62,375 合          計  1,578,740  1,516,364 Δ 62,375

科      目 科      目

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

原 子 力 発 電 設 備

送 電 設 備

変 電 設 備

配 電 設 備

繰 延 税 金 資 産

業 務 設 備

その他の電気事業固定資産

建設仮勘定及び除却仮勘定

装 荷 核 燃 料

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

電 気 事 業 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

核 燃 料

投 資 そ の 他 の 資 産

加 工 中 等 核 燃 料

長 期 投 資

使用済燃料再処理等積立金

使用済燃料再処理等引当金

使用済燃料再処理等準備引当金

原子力発電施設解体引当金

そ の 他 の 固 定 負 債

1年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

未 払 税 金

そ の 他 の 流 動 負 債

渇 水 準 備 引 当 金

負  債  合  計

少 数 株 主 持 分

資  本  合  計

純  資  産  合  計

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

社 債 発 行 差 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産
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Δ Δ

Δ Δ

Δ

Δ Δ
Δ

Δ

Δ

Δ

Δ Δ

Δ

(2) 連 結 損 益 計 算 書

平 成 18 年 ４ 月 １ 日 か ら
平 成 19 年 ３ 月 31 日 ま で (単位:百万円)

費     用     の     部 収    益    の    部

前 連 結 当 連 結
増　減

前 連 結 当 連 結
増　減

科        目 会計年度 会計年度 科        目 会計年度 会計年度

(A) (B) (B)-(A) (A) (B) (B)-(A)

営 業 費 用 425,647 430,340  4,692 営 業 収 益 480,813 485,698  4,885

電 気 事 業 営 業 費 用 412,515 418,961  6,445 電 気 事 業 営 業 収 益 465,790 471,845  6,054
そ の 他 事 業 営 業 費 用 13,131 11,378 1,752 そ の 他 事 業 営 業 収 益 15,022 13,853 1,169

営 業 利 益 (55,166) (55,358) (192)  

営 業 外 費 用 26,796 24,934 1,862 営 業 外 収 益 3,194 2,743 450

支 払 利 息 24,670 22,496 2,174 受 取 配 当 金 390 422  32
持分法による －投資損失 793  793 受 取 利 息 16 420  403
そ の 他 の 営 業 外 費 用 2,126 1,644 482 持分法による 366投資利益 － 366

 そ の 他 の 営 業 外 収 益 2,421 1,901 519
  

当 期 経 常 費 用 合 計 452,444 455,274  2,830 当 期 経 常 収 益 合 計 484,007 488,442  4,434

当 期 経 常 利 益 31,563 33,168  1,604

渇水準備金引当又は取崩し 504  1,320  1,825

渇 水 準 備 金 引 当  －  1,320  1,320
渇水準備引当金取崩し(貸方) 504  －  504

特 別 損 失  －  3,890  3,890

地 震 災 害 特 別 損 失  －  3,890  3,890

税金等調整前当期純利益 32,068 27,957 4,110

法人税､住民税及び事業税 11,236 11,332  95

法 人 税 等 調 整 額  680 862 1,542

少 数 株 主 持 分 利 益  209  227  18

当 期 純 利 益 19,941 17,259 2,682
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 (3) 連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書

 　連結剰余金計算書 (単位:百万円)

科　　　　目

（資本剰余金の部）

（利益剰余金の部）

当 期 純 利 益

配 当 金

役 員 賞 与

 　連結株主資本等変動計算書

 当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） (単位:百万円)

平成18年３月31日残高  117,641  33,993  210,309 Δ 9,235  352,708  20,386  1,401 374,495

連結会計年度中の変動額         

 剰余金の配当（注）   Δ 5,404  Δ 5,404   Δ 5,404

 剰余金の配当   Δ 5,353  Δ 5,353   Δ 5,353

 役員賞与（注）   Δ 95  Δ 95   Δ 95

 当期純利益    17,259   17,259    17,259

 自己株式の取得    Δ 5,488 Δ 5,488   Δ 5,488

 自己株式の処分   8   177  186    186

     Δ 4,295 Δ 1,401 Δ 5,697

連結会計年度中の変動額合計  －  8  6,405 Δ 5,311  1,103 Δ 4,295 Δ 1,401 Δ 4,594

平成19年３月31日残高  117,641  34,001  216,714 Δ 14,547  353,811  16,090  －  369,901

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

純資産
合　計株主資本

合　　計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金

評価・
換算差額等

株主資本

自己株式
利　益
剰余金

資　本
剰余金

10,953  

95  

少数株主
持　　分

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

201,416  

210,309  

33,993  

33,993  

19,941  

資本金

前連結会計年度

 株主資本以外の項目
 の連結会計年度中の変動額
 （純額）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

平成17年4月１日から

平成18年3月31日まで

利 益 剰 余 金 増 加 高

19,941  

11,048  
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 (4) 連結キャッシュ・フロー計算書

(単位:百万円)

前連結会計年度(A) 当連結会計年度(B)
増　減

科          目 平成17年4月１日から 平成18年4月１日から

平成18年3月31日まで 平成19年3月31日まで (B)-(A)

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益  32,068  27,957 Δ 4,110
減価償却費  132,486  108,756 Δ 23,730
減損損失  27  338  310
核燃料減損額  6,481  4,753 Δ 1,728
固定資産除却損  1,546  1,901  354
使用済燃料再処理等費振替額  1,193  1,624  430
使用済燃料再処理等積立金の増加額 Δ 16,054 Δ 10,796  5,258
退職給付引当金の減少額 Δ 22,464 Δ 7,840  14,624
使用済核燃料再処理引当金の減少額 Δ 25,573  －  25,573
使用済燃料再処理等引当金の増加額 26,062 1,349 Δ 24,712
使用済燃料再処理等準備引当金の増加額 － 1,159  1,159
原子力発電施設解体引当金の増加額  1,949  1,256 Δ 693
渇水準備引当金の増減額(減少:Δ) Δ 504  1,320  1,825
確定拠出年金債務の増減額(減少:Δ)  8,707 Δ 3,184 Δ 11,891
受取利息及び受取配当金 Δ 406 Δ 842 Δ 435
支払利息  24,670  22,496 Δ 2,174
受取手形及び売掛金の増減額(増加:Δ) Δ 3,786  4,723  8,510
たな卸資産の増加額 Δ 3,703 Δ 2,980  723
支払手形及び買掛金の減少額 Δ 2,185 Δ 1,616  569
未収消費税等の増減額(増加:Δ) Δ 5,577  5,577  11,154
未払事業税及び未払消費税等の増減額(減少:Δ) Δ 2,255  9,692  11,948
その他  8,930  11,600  2,670
　　小　計  161,611  177,246  15,635

利息及び配当金の受取額  587  915  327
利息の支払額 Δ 25,001 Δ 22,746  2,255
法人税等の支払額 Δ 19,236 Δ 7,252  11,984

 営業活動によるキャッシュ・フロー  117,960  148,162  30,202

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出 Δ 57,297 Δ 69,443 Δ 12,146
工事費負担金等の収入  1,154  1,576  421
固定資産の売却による収入  886  72 Δ 814
投融資による支出 Δ 1,161 Δ 1,995 Δ 834
投融資の回収による収入  868  404 Δ 463

 投資活動によるキャッシュ・フロー Δ 55,549 Δ 69,385 Δ 13,836

財務活動によるキャッシュ・フロー
社債の発行による収入  50,000  79,972  29,972
社債の償還による支出 Δ 49,670 Δ 102,500 Δ 52,830
長期借入れによる収入  13,600  35,000  21,400
長期借入金の返済による支出 Δ 39,116 Δ 39,728 Δ 611
短期借入れによる収入  128,830  83,233 Δ 45,597
短期借入金の返済による支出 Δ 129,380 Δ 93,260  36,120
コマーシャル・ペーパーの発行による収入  72,000  67,000 Δ 5,000
コマーシャル・ペーパーの償還による支出 Δ 87,000 Δ 70,000  17,000
自己株式の売却による収入  －  53  53
自己株式の取得による支出 Δ 8,409 Δ 5,488  2,920
配当金の支払額 Δ 10,946 Δ 10,755  190

 財務活動によるキャッシュ・フロー Δ 60,092 Δ 56,473  3,618

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0 Δ 0
現金及び現金同等物の増加額  2,319  22,303  19,984
現金及び現金同等物の期首残高  21,038  23,358  2,319
現金及び現金同等物の期末残高  23,358  45,662  22,303
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社  11社 

連結子会社名 …日本海発電㈱、北電パートナーサービス㈱、北陸発電工事㈱、北電テクノ

サービス㈱、日本海コンクリート工業㈱、北電産業㈱、㈱北陸電力   

リビングサービス、日本海環境サービス㈱、北電技術コンサルタント㈱、

北陸通信ネットワーク㈱、北電情報システムサービス㈱ 

(2) 非連結子会社 ４社 

非連結子会社名…北陸電気商事㈱、㈱プリテック、㈱ジェスコ、㈱北陸ネットワークサービ

ス 

非連結子会社は、事業内容、グループ内における取引高及び取引内容ほか、総資産、    

売上高、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）等の規模からみて、

これらを連結の範囲から除いても、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性が乏しいため、連結

の範囲から除いている。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社４社及び関連会社10社のうち、関連会社の北陸電気工事㈱、日本海石油㈱及び 

㈱ケーブルテレビ富山の３社に対する投資について、持分法を適用している。 

持分法を適用していない非連結子会社４社及び関連会社７社（黒部川電力㈱、富山共同自家発

電㈱、日本海建興㈱、北陸計器工業㈱、北陸エナジス㈱、北陸電機製造㈱、北陸エルネス㈱）は、

事業内容、グループ内における取引高及び取引内容ほか、当期純損益（持分に見合う額）及び 

利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、これらを持分法の対象から除いても、連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響に重要性が乏しいため、持分法の適用 

範囲から除いている。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

ア 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…当連結会計年度末の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は主として移動平均法により算定） 

時価のないもの 

…主として移動平均法による原価法 

イ たな卸資産 

主として総平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産は主として定率法、無形固定資産は定額法によっている。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

ア 貸倒引当金 

売掛金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい

る。 

－１３－ 
 

 



北陸電力株式会社 (9505) 平成19年3月期決算短信 

イ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数  

（10年）による定額法により費用処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（３年）による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から 

費用処理することとしている。 

ウ 使用済燃料再処理等引当金 

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用（以下、「再処理等費」と

いう。）に充てるため、「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立

て及び管理に関する法律」（平成17年法律第48号）により経済産業大臣へ届け出た再処理等

費の見積額に基づき、原子力発電所の運転に伴い発生する使用済燃料のうち再処理を行う具

体的な計画を有するものとして経済産業大臣へ届け出た使用済燃料の量に応じて算定した現

価相当額（割引率1.7％）を計上する方法によっている。 

なお、平成16年度末までに発生した使用済燃料に対応する再処理等費のうち、従来は見積

りができなかった再処理施設の廃止措置費用の計上など、平成17年度の引当金計上基準変更

に伴い生じた差異（「電気事業会計規則の一部を改正する省令」（平成17年経済産業省令第

92号）附則第２条に定める金額）14,506百万円については、平成17年度から15年間にわたり

毎連結会計年度均等額を計上している。当連結会計年度末における引当金計上基準変更時差

異未計上残高は12,572百万円である。 

また、再処理等費に係る見積差異は、電気事業会計規則取扱要領第81の規定により、翌連

結会計年度から具体的な再処理計画のある使用済燃料が発生する期間にわたり計上すること

としている。当連結会計年度末における未認識の見積差異は、1,734百万円となっている。 

エ 使用済燃料再処理等準備引当金 

原子力発電所の運転に伴い発生する使用済燃料のうち具体的な計画を有しない使用済燃料

の再処理等の実施に要する費用に充てるため、使用済燃料単位当たりの再処理等費用の現価

相当額（割引率4.0％）に、対象となる使用済燃料発生数量を乗じる方法により計上している。 

なお、平成17年度に発生した使用済燃料については、「電気事業会計規則の一部を改正す

る省令」（平成19年経済産業省令第15号）附則第２条に基づき、当連結会計年度において一

括計上している。 

   （追加情報） 

「原子力政策大綱」（平成17年10月11日原子力委員会決定）の基本方針を実現するための

具体的方策についてとりまとめられた「原子力立国計画」（平成18年８月８日総合資源エネ

ルギー調査会電気事業分科会原子力部会報告書）を受けて設置された原子力発電投資環境整

備小委員会において、具体的な計画が固まるまでの暫定的措置として会計上引当金として積

み立てる制度が取りまとめられ、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）が

改正されたことから、当連結会計年度より引当金として計上している。 

  この結果、当連結会計年度の電気事業営業費用は1,159百万円増加し、税金等調整前当期純

利益は同額減少している。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。 

オ 原子力発電施設解体引当金 

  原子力発電施設の解体に要する費用に充てるため、解体費の総見積額を基準とする額を原

子力の発電実績に応じて計上する方法によっている。 

（追加情報） 

原子力発電施設の解体総見積額については、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制

に関する法律の一部を改正する法律」（平成17年法律第44号）及び「核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律第61条の２第４項に規定する製錬事業者等における工場等

において用いた資材その他の物に含まれる放射性物質の放射能濃度についての確認等に関す

る規則」（平成17年経済産業省令第112号）の施行により、原子力発電施設解体引当金の総見
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積額算定の前提となる放射性廃棄物のクリアランスレベル等が変更になったことから、総合

資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力発電投資環境整備小委員会において、最新の知

見に基づき、廃止措置費用の見積額について検証が行われてきた。 

その結果、モデルプラントによる試算では費用見積額が電気事業者の原子力発電施設合計

で3,290億円程度増加するとの検証結果が示されたが、個別の原子力発電施設の廃止措置に係

る見積額の計算方法は示されず、今後適切に定められることが必要との報告にとどまった。 

このため、当連結会計年度における総見積額は、従前の方法により算定している。 

カ 渇水準備引当金 

渇水による損失に備えるため、電気事業法第36条の規定により「渇水準備引当金に関する

省令」（昭和40年通商産業省令第56号）に基づき計上している。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

ア ヘッジ会計の方法 

振当処理の要件を満たしている通貨スワップ取引について、振当処理を採用している。 

イ ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…通貨スワップ取引 

・ヘッジ対象…外貨建社債 

ウ ヘッジ方針 

為替相場等の変動リスクの回避あるいは資金調達コストの低減を図る目的で、デリバ 

ティブ取引に関する社内規程に基づき通常業務から発生する債務を対象にデリバティブ取引

を活用している。 

エ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジに高い有効性があるとみなされるため、有効性評価を省略している。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用している。 

 

６．のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却については、その効果の発現する期間にわたり均等償却すること

としている。ただし、金額が僅少なものについては、発生年度にその全額を償却している。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について 

僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準 

第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用 

指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用している。 

これまでの「資本の部」の合計に相当する金額は369,901百万円である。 

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の「純資産の部」については、連結財務諸表 

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成している。 
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注記事項 

 

（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで） 

 
電気事業 

（百万円）

その他の事業

（百万円）

計 

（百万円）

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 465,790 15,022 480,813 － 480,813 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
545 27,395 27,940 Δ27,940 － 

計 466,336 42,418 508,754 Δ27,940 480,813 

営業費用 414,001 39,630 453,631 Δ27,984 425,647 

営業利益 52,334 2,787 55,122 43 55,166 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
 

資産 1,525,722 67,311 1,593,034 Δ14,294 1,578,740 

減価償却費 128,159 4,654 132,813 Δ327 132,486 

減損損失 9 17 27 － 27 

資本的支出 75,900 1,621 77,522 Δ315 77,206 

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

 
電気事業 

（百万円）

その他の事業

（百万円）

計 

（百万円）

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益      

売上高      

(1) 外部顧客に対する売上高 471,845 13,853 485,698 － 485,698 

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
545 33,618 34,164 Δ34,164 － 

計 472,390 47,471 519,862 Δ34,164 485,698 

営業費用 421,845 42,811 464,656 Δ34,316 430,340 

営業利益 50,545 4,660 55,206 152 55,358 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
 

資産 1,466,750 67,241 1,533,991 Δ17,626 1,516,364 

減価償却費 104,727 4,378 109,105 Δ349 108,756 

減損損失 1 336 338 － 338 

資本的支出 36,632 3,071 39,704 Δ261 39,442 

（注）１．事業区分の方法 

事業活動における業務の種類を勘案して区分している。 

２．各区分に属する主要な製品の名称等 

事業区分 主要な製品・事業活動 

電気事業 電力供給 

その他の事業 電力設備等の保守、電力関連施設の運営・管理、建設工事の受託・請負、電力設備等

の資機材等の製造・販売、不動産管理、情報・通信事業、電気機器等の普及、土木・

建築工事の調査・設計 
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３．追加情報 

使用済燃料再処理等準備引当金の計上 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結 

会計年度から、使用済燃料再処理等準備引当金を計上している。 

この結果、当連結会計年度の電気事業の営業費用が1,159百万円増加し、営業利益

が同額減少している。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はない。 

 

【海外売上高】 

前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当連結会計年度（平成

18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

海外売上高がないため、該当事項はない。 

   

 

（１株当たり情報） 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで）

当連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで）

１株当たり純資産額 1,725.32円 1,727.42円 

１株当たり当期純利益金額 91.00円 80.52円 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

していない。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

項目 
前連結会計年度 

（平成17年４月１日から 
平成18年３月31日まで）

当連結会計年度 
（平成18年４月１日から 

平成19年３月31日まで）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 19,941 17,259 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 95 － 

（うち利益処分による役員賞与金） (95) (－) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 19,846 17,259 

普通株式の期中平均株式数（千株） 218,102 214,356 

 

 

 

（開示の省略） 

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関

する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を

省略している。 
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 ５．個  別  財  務  諸  表

(1) 貸 借 対 照 表

平 成 19 年 3 月 31 日 現 在 (単位:百万円)

固　定　資　産  1,443,659  1,373,113 Δ 70,545 固　定　負　債  901,104  905,297  4,193

 1,194,841  1,117,300 Δ 77,541  517,475  533,620  16,145

 116,703  112,501 Δ 4,201  279,443  268,498 Δ 10,944

 185,787  170,732 Δ 15,054  5,813  2,761 Δ 3,051

 371,611  325,494 Δ 46,117  7  7  -

 31  29 Δ 1  51,318  43,273 Δ 8,044

 208,420  203,432 Δ 4,988  26,062  27,412  1,349

 115,429  109,549 Δ 5,879 -  1,159 1,159

 156,514  156,466 Δ 47  13,457  14,713  1,256

 40,344  39,065 Δ 1,278  7,528  13,852  6,323

 -  28  28

流　動　負　債  262,102  204,801 Δ 57,301

3,996  4,239  243  112,881  85,917 Δ 26,964

  45,000  35,000 Δ 10,000

1,248  1,300  51  10,000  7,000 Δ 3,000

  10,575  9,386 Δ 1,189

21,650  20,221 Δ 1,428  38,102  6,870 Δ 31,232

 21,570  20,086 Δ 1,483  25,648  30,243  4,595

 80  135  54  9,001  19,171  10,170

  316  310 Δ 5

 77,527  78,880 1,353  8,110  10,415  2,305

 34,010  33,229 Δ 780  2,464  483 Δ 1,980

 43,516  45,651  2,134  0  1  0

 

 144,394  151,170  6,775 特 別 法 上 の 引 当 金  9,212  10,516  1,304

 69,246  62,527 Δ 6,719  9,212  10,516  1,304

 21,534  23,267  1,732

 16,054  26,850  10,796  1,172,419  1,120,615 Δ 51,803

 2,694  2,160 Δ 533 資　　本　　金  117,641  - Δ 117,641

 34,922  36,402  1,479 資 本 剰 余 金  33,993  - Δ 33,993

Δ 58 Δ 37  21  33,993  - Δ 33,993

 利 益 剰 余 金  200,334  - Δ 200,334

 28,386  - Δ 28,386

流　動　資　産  91,700  105,767  14,066  126,500  - Δ 126,500

 21,530  43,736  22,205  51,500  - Δ 51,500

 37,948  33,088 Δ 4,860  75,000  - Δ 75,000

 7,014  836 Δ 6,178  45,447  - Δ 45,447

 14,127  16,996  2,868 その他有価証券評価差額金  20,241  - Δ 20,241

 32  0 Δ 31 自　己　株　式 Δ 9,235  -  9,235

 162  155 Δ 6  362,974  - Δ 362,974

 7,342  8,811  1,469 株　主　資　本  -  342,293  342,293

 3,831  2,369 Δ 1,461  -  117,641  117,641

Δ 290 Δ 228  61  -  34,001  34,001

      -  33,993  33,993

     -  8 8

 -  205,197  205,197

繰　延　資　産  33  - Δ 33  -  28,386  28,386

 33  - Δ 33  -  176,811  176,811

      -  51,500  51,500

      -  80,000  80,000

      -  45,311  45,311

      - Δ 14,547 Δ 14,547

     評価・換算差額等  -  15,971  15,971

      -  15,971  15,971

      -  358,265  358,265

  

 1,535,393  1,478,880 Δ 56,512  1,535,393  1,478,880 Δ 56,512

附 帯 事 業 固 定 資 産

事 業 外 固 定 資 産

固 定 資 産 仮 勘 定

核 燃 料

建 設 仮 勘 定

合          計

原 価変 動調 整積 立金

別 途 積 立 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

合          計

社 債 発 行 差 金

負  債  及  び  純　資　産　の　部資     産     の     部

雑 流 動 負 債

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

前事業年度(A) 前事業年度(A)

任 意 積 立 金

関 係 会 社 短 期 債 務

その他有価証券評価差額金

利 益 剰 余 金

原価変動調整積立金

そ の 他 資 本 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

預 り 金

諸 前 受 金

渇 水 準 備 引 当 金

資 本 準 備 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 税 金

雑 固 定 負 債

1年以内に期限到来の固定負債

短 期 借 入 金

ｺ ﾏ ｰ ｼ ｬ ﾙ ・ ﾍ ﾟ ｰ ﾊ ﾟ ｰ

関 係 会 社 長 期 債 務

退 職 給 付 引 当 金

使用済燃料再処理等引当金

原子力発電施設解体引当金

使用済燃料再処理等準備引当金

科      目 増減(B)-(A)

純　資　産　合　計

電 気 事 業 固 定 資 産

資　　本　　合　　計

負　　債　　合　　計

社 債

長 期 借 入 金

長 期 未 払 債 務

増減(B)-(A)科      目 当事業年度(B)当事業年度(B)

水 力 発 電 設 備

汽 力 発 電 設 備

原 子 力 発 電 設 備

送 電 設 備

内 燃 力 発 電 設 備

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

貸 倒 引 当 金 ( 貸 方 )

除 却 仮 勘 定

加 工 中 等 核 燃 料

投 資 そ の 他 の 資 産

変 電 設 備

配 電 設 備

業 務 設 備

貸 付 設 備

装 荷 核 燃 料

長 期 投 資

関 係 会 社 長 期 投 資

使用済燃料再処理等積立金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

繰 延 税 金 資 産

雑 流 動 資 産

諸 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

関 係 会 社 短 期 債 権
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(2) 損 益 計 算 書

(単位:百万円)

費     用     の     部 収    益    の    部

科        目 前事業年度(A) 当事業年度(B) 増減(B)-(A) 科        目 前事業年度(A) 当事業年度(B) 増減(B)-(A)

 414,959  422,943  7,984  467,235  473,415  6,179 

 414,205  422,134  7,929  466,346  472,401  6,055 

 19,604  20,311  706  149,779  146,604 Δ 3,175 

 110,227  121,706  11,478  252,559  258,442  5,882 

 94,400  84,062 Δ 10,337  58,682  60,814  2,131 

 46  49  3  264  1,142  877 

 893  1,977  1,083  1,043  1,278  234 

 41,264  41,236 Δ 28  11  12  0 

 25,256  26,018  761  4,003  4,000 Δ 3 

 16,057  15,524 Δ 532  -         107       107 

 38,887  41,443  2,555    

 17,571  17,963  392    

 -         40        40    

 33,478  34,814  1,336    

 11,204  11,297  93    

 5,633  5,688  54    

Δ 322 Δ 0  321    

附 帯 事 業 営 業 費 用  753  808  55  889  1,013  124 

 298  332  33  330  377  46 

 446  468  22  546  624  77 

 8  7 Δ 0  11  11  0 

   
 

 25,885  22,932 Δ 2,953  2,730  2,603 Δ 127 

 24,045  22,148 Δ 1,897  605  1,028  423 

 23,860  21,879 Δ 1,981  590  609  18 

 179       -        Δ 179  14  419  404 

 4         -        Δ 4    

 -         268       268    

 1,840  784 Δ 1,056  2,125  1,575 Δ 550 

 11  6 Δ 5  28  13 Δ 15 

 1,828  777 Δ 1,050  2,096  1,562 Δ 534 
   

 440,844  445,876  5,031  469,966  476,019  6,052 

 29,122  30,143  1,020 

Δ 498  1,304  1,802 

 -         1,304     1,304 

Δ 498  -         498     
  

 -         3,836     3,836 

 -         3,836     3,836 

 29,620  25,002 Δ 4,618 

 10,763  9,816 Δ 946 

 349 Δ 531 Δ 880 

 18,507  15,716 Δ 2,790 

32,396   -        Δ 32,396 

5,456    -        Δ 5,456 

45,447   -        Δ 45,447 

(Δ1,805)(52,276)

社 債 発 行 費 償 却

事　業　外　費　用

中 間 配 当 額

渇 水 準 備 金 引 当

附 帯 事 業 営 業 収 益

(50,471)

設備貸付事業営業費用

その他附帯事業営業費用

営 業 利 益

雑 収 益

事　業　外　収　益

社 債 発 行 費

電 力 料

地 帯 間 販 売 電 力 料

設備貸付事業営業収益

固 定 資 産 売 却 益

受 取 配 当 金

受 取 利 息

貸 付 設 備 収 益

熱供給受託事業営業収益

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 経 常 収 益 合 計

財　務　収　益

支 払 利 息

財　務　費　用

営　業　収　益

電 源 開 発 促 進 税

当 期 未 処 分 利 益

当 期 経 常 費 用 合 計

当 期 経 常 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

渇水準備引当金取崩し(貸方)

社 債 発 行 差 金 償 却

熱供給受託事業営業費用

その他附帯事業営業収益

電 気 事 業 営 業 収 益電 気 事 業 営 業 費 用

営　業　費　用

託 送 収 益

事 業 者 間 精 算 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

営  業  外  収  益

配 電 費

販 売 費

送 電 費

変 電 費

事 業 税

電力費振替勘定(貸方)

貸 付 設 備 費

一 般 管 理 費

営  業  外  費  用

固 定 資 産 売 却 損

雑 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

渇水準備金引当又は取崩し

地 震 災 害 特 別 損 失

平 成 18 年 4 月 １ 日 か ら
平 成 19 年 3 月 31 日 ま で

地 帯 間 購 入 電 力 料

他 社 購 入 電 力 料

水 力 発 電 費

汽 力 発 電 費

原 子 力 発 電 費

内 燃 力 発 電 費 他 社 販 売 電 力 料

電 灯 料
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 (3) 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

 当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） (単位:百万円)

株主資本
評価・

換算差額等

純資産
合　計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

そ　の　他
有 価 証 券
評価差額金資　本

準備金

その他
資　本
剰余金

利　益
準備金

その他利益剰余金

原 価 変 動
調整積立金

別　途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成18年３月31日残高 117,641  33,993  －  28,386  51,500  75,000  45,447 Δ 9,235  342,733  20,241  362,974

当事業年度中の変動額           

 別途積立金の積立（注）      5,000 Δ 5,000   －   －

 剰余金の配当（注）      Δ 5,404  Δ 5,404  Δ 5,404

 剰余金の配当      Δ 5,353  Δ 5,353  Δ 5,353

 役員賞与（注）      Δ 95  Δ 95  Δ 95

 当期純利益       15,716   15,716   15,716

 自己株式の取得       Δ 5,488 Δ 5,488  Δ 5,488

 自己株式の処分 8 177  186  186

 株主資本以外の項目
 の当事業年度中の変動額
（純額）

        Δ 4,270 Δ 4,270

当事業年度中の変動額合計 －  －  8  －  －  5,000 Δ 136 Δ 5,311 Δ 439 Δ 4,270 Δ 4,709

平成19年３月31日残高 117,641  33,993  8  28,386  51,500  80,000  45,311 Δ14,547  342,293  15,971  358,265

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。

－２０－
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